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第８章 包括外部監査の結果と意見（農林土木関係） 

 

1.   農林土木課の所管事業等について 

(1) 所管事業の種類について 

 農林土木課は、農林業者が農林業を行いやすいように農林道の整備やため池の改修など

を行っており、生活に使用している農道の舗装も実施している。 

 平成 29 年度に農林土木課が所管する主な事業は以下のとおりである。（なお、所管事

業の種類は監査人の判断により分類している。） 

 

 

 

所管事業の種類 所管事業名称

一般土地改良事業

一般土地改良事業　（繰越）

県費補助土地改良事業（府中地区）

県費補助土地改良事業（由良地区）

県営事業地元負担金事業

農村地域多面的機能維持推進事業

ため池等整備事業（大入道池地区）　

ため池等整備事業（大入道池地区）　（繰越）

ため池等整備事業（伊台浦池地区）　

ため池等整備事業（伊台浦池地区）　（繰越）

ため池等整備事業（民部池地区）　（繰越）

ため池等整備事業（寺池地区）　（繰越）

ため池浸水想定区域図作成事業

道後平野土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業

石手川北部土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業

北条畑総かんがい排水施設維持管理費補助金事業

国営造成施設管理体制整備促進事業

農業土木関係施設等管理事業

道後平野土地改良区農業用水調整配分の配水特別管理費負担金事業

林道整備事業

林道整備事業　（繰越）

林道整備事業（農山漁村地域整備交付金）

林道整備事業（農山漁村地域整備交付金）　（繰越）

農林土木災害復旧事業

農林土木災害復旧事業　（繰越）

「土地改良事業」関連

「施設管理・農業用水事業」関連

「林道整備事業」関連

「農林土木災害復旧事業」関連



 
 

216 
 

 (2) 県および国との関係について 

 農林土木課が実施する事業は農業従事者の負担の軽減や農業基盤の整備により食料自

給率を高めることを目的とし、また渇水や水害等に対する防災機能を強化することを目的

としているため、国の補助事業として実施しているものが多い。また、防災事業として実

施されている事業は要件を満たすと地方財政措置の対象となるものがあり、地方債の元利

償還金が基準財政需要額に算入されて地方交付税が国から交付されるケースもある。 

 公営の実施事業の範囲としてはその事業の規模や対象施設の設置範囲などから、国や県

が所管する事業・市が所管する事業に分けられる。県が所管する事業を松山市が実施する

事業については県から補助金が支給される。また、県が所管する事業を県が自ら実施した

場合には各市町村への負担金を求めることがある。国が造成した施設を市が管理委託又は

譲渡を受けて実施している事業もある。 

 

(3) 所管事業の財源の概要 

 農林土木課の所管事業の財源を事業別に記載すると以下のとおりである。 

 

平成29年度　一般会計（現年） (単位：千円）

事業名
国庫支出金
（注1）

県支出金 地方債 分担金 一般財源 合計

道後平野土地改良区農業用水調整配分の配
水特別管理費負担金事業

－ － － － 12,990 12,990

道後平野土地改良区かんがい排水施設維持
管理費補助金事業

－ － － － 18,734 18,734

石手川北部土地改良区かんがい排水施設維
持管理費補助金事業

－ － － － 11,366 11,366

北条畑総かんがい排水施設維持管理費補助
金事業

－ － － － 3,835 3,835

国営造成施設管理体制整備促進事業 2,830 1,415 － － 1,415 5,660

農業土木関係施設等管理事業 － － － － 4,274 4,274

農村地域多面的機能維持推進事業 23,603 11,282 － － 12,368 47,253

県営事業地元負担金事業 － － 86,500 4,963 21,751 113,214

一般土地改良事業 － － － 14,929 470,024 484,952

ため池等整備事業（大入道池地区） 1,870 510 835 317 266 3,798

ため池等整備事業（伊台浦池地区） 1,760 480 801 381 508 3,930

ため池浸水想定区域図作成事業 27,200 － － － 2,059 29,259

県費補助土地改良事業（府中地区） － 9,750 － 213 11,355 21,318

県費補助土地改良事業（由良地区） － 3,500 － 78 4,236 7,814

林道整備事業 － 13,500 － － 22,888 36,388

林道整備事業（農山漁村地域整備交付金） 4,300 430 3,500 － 812 9,042

農林土木災害復旧事業 － － － 468 25,170 25,638

合計 61,563 40,867 91,636 21,349 624,051 839,466

（注1）国庫支出金には、都道府県を経由して収入する国費も含まれている。
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(4) 地元負担金について 

 土地改良事業に関しては「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例」

及び「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」に基づき、

松山市は土地改良事業を行った際に、土地改良区を通じて受益者から地元負担金（分担金

等）を徴収することとなっている。 

 具体的な分担金等の率は「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例

施行規則」別表（第７条関係）に以下のように記載されている。 

 
 

平成29年度　一般会計（繰越） (単位：千円）

事業名
国庫支出金
（注1）

県支出金 地方債 分担金 一般財源 合計

一般土地改良事業 － － － 1,195 155,399 156,594

ため池等整備事業（大入道池地区） 21,395 5,835 6,920 － -6,232 27,918 （注2）

ため池等整備事業（伊台浦池地区） 29,843 8,139 8,720 － -12,540 34,162 （注2）

ため池等整備事業（民部池地区） 9,416 2,568 4,460 － 2,083 18,527

ため池等整備事業（寺池地区） 8,800 2,400 4,170 － 945 16,315

林道整備事業 － － － － 6,321 6,321

林道整備事業（農山漁村地域整備交付金） 10,000 1,000 8,050 － 4,667 23,717

農林土木災害復旧事業 5,724 － 300 116 17,925 24,064

合計 85,178 19,942 32,620 1,310 168,567 307,617

（注1）国庫支出金には、都道府県を経由して収入する国費も含まれている。
（注2）前年支払済前金分の補助金があるため一般財源がマイナスとなっている。

別表（第７条関係）

市街化区
域

農業振興
地域等

農振農用地区
域

事業費の
20パーセ

ント

事業費の8
パーセン

ト

事業費の1
パーセント

松山市生活農道整備
事業実施要綱（昭和
63年要綱第5号）第2
条に規定する生活農
道を除く。

農業用施設

農地

ため池等

防災施設

災害復旧
事業

事業費の1パーセント 分担金等の額は，当
該事業費から国の補
助金の額を除いた額
を限度とする。事業費の10パーセント

防災事業

事業費の1パーセント

0パーセント

事業区分
分担金等の率

備考

土地改良事業

ほ場 事業費の5パーセント
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 この分担金の率については、上表のとおり事業費の一定割合（もしくはゼロ）とするこ

とになっており、この分担金の率の根拠となる資料の提供について松山市に依頼をしたと

ころ、分担金の率に関する施行規則の改正時（平成 19 年 4 月 1 日施行）の起案文書は見

つかったものの、分担金の率の根拠となる添付資料が見つからず、起案文書より「受益者

負担の原則及び当時の松山市の財政状況等にそぐわない」ためということはわかったが、

それ以上の詳しい改正の根拠がわからなかった。 

 また、松山市が実施する「県営土地改良事業」や「治山事業，林道整備事業及び林道施

設災害復旧事業」についても、それぞれ「松山市県営土地改良事業分担金等徴収条例」及

び「松山市県営土地改良事業分担金等徴収条例施行規則」、「松山市治山及び林道整備事

業等分担金徴収条例」及び「松山市治山及び林道整備事業等分担金徴収条例施行規則」に

分担金の徴収についての同様の定めがある。これらについても分担率の改正時の起案文書

の根拠資料が十分でなく、改正の根拠は不明であった。 

 

 さらに、「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例」第 7 条には「特

別徴収金」について、以下のような記述がある。 

（特別徴収金） 

第７条 市長が指定する事業の施行に係る地域内の土地について，法第１１３条の３第３

項の規定に基づく当該事業の完了の公告の日（その公告において工事の完了の日が示さ

れたときは，その示された日）の属する年度の翌年度（その年度の到来する以前に別に

年度が指定された場合にあっては，当該指定された年度）から起算して８年を経過しな

い間に，当該土地を当該事業において予定する用途以外の用途（以下この項及び次項に

おいて「目的外用途」という。）に転用された場合には，当該転用に係る土地につき受

益者から，当該事業に要した費用を当該目的外用途に転用した土地の面積に応じて割り

振って得られる額から当該土地の面積に係る既納の賦課金の額を差し引いて得られる

金額を特別徴収金として徴収する。 

 この特別徴収金に関して、当初予定した用途以外の用途に転用されていないかどうかを

松山市がどのように確かめているかを質問したところ、「農地法の規定による農地転用の

許可申請が提出された際に、事業を実施した土地か否かを確認している」との回答を得た。 

 また「松山市県営土地改良事業分担金等徴収条例」第 5条にも「特別徴収金」の規程が

あり、同様の質問を行ったところ、松山市から同様の回答を得ている。 

 

 (5) 契約課の所管業務との関係について 

 農林土木課の所管事業は工事請負費が大半を占めている。「松山市事務分掌規則」によ

ると、工事請負費の契約方法の決定について、130 万円以下の随意契約の場合は所管課長

専決、それを超える契約の場合は契約課等の部署が契約事務を行っている。 

 契約課が実施する契約方法にはいくつかの方法があるが、農林土木課の土木一式工事の

場合、出来上がりや運営方法に差があまり生じないため、総合評価競争入札などの事業者
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提案型のものはほとんどなく、価格競争のみで決定するシンプルな指名競争入札や一般競

争入札となることが多い。 

 

 一般競争入札についていくつかをサンプルで抜き出し入札方法や入札結果等を確かめ

たが、入札参加資格の中に「本店等所在地が○○、○○地区に本店を有するもの」とされ

ているなど、「松山市内」となっておらず、また、支店のみ有する法人などは除外される

だけでなく、市内の他地区に本店が所在する業者も排除されているものが散見された。結

果として一般競争入札による参加者が 1 者や 2 者となる工事も見受けられた。この点につ

いて、松山市に質問したところ、「一般競争入札では、入札参加条件として施工実績や所

在地要件を求め、参加可能な業者を競争性が働く程度確保できるように本店所在地を設定

しています。しかしながら、業者は、手持ち工事や配置技術者の状況、採算性等を考慮し、

入札を辞退することがあるため、参加業者が少なくなる場合もあります。 

 そのため、同様の工事で参加業者数が少なくなるということが続くようであれば、地域

を広げるなどの対応をしています。」との回答を契約課から得ている。 

 

(6) 監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および指摘・意見は以下のとおりである。 

 

（指摘７）改正した条例施行規則の地元分担率の根拠の保存について 

 前述のとおり、「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」、

「松山市県営土地改良事業分担金等徴収条例施行規則」、「松山市治山及び林道整備事業

等分担金徴収条例施行規則」に記載されている分担率について、分担率の改正時の起案文

書に根拠資料が添付されておらず、改正の根拠は不明であった。 

 ここで、「松山市文書取扱規則」第 27 条第 1 項に文書保存の定めがあり、第 1 類文書

は永年保存とされている。また、同条第 2 項に第 1 類文書として「条例及び規則の原議」

との記載があり、分担率の改正の起案文書も第 1 類文書となる。とすれば、改正の説明を

求められた際に必要であるから、起案部署である農林土木課では分担率改正時の起案文書

の根拠資料を必ず保存しておくべき書類であると考えられる。 

 この点、松山市は「松山市文書取扱規則」第 13 条第 2 項（4）で「必要に応じて，起案

理由及び根拠となる法令等の条項，予算措置等の関係資料を添付すること。」と規定され

ていることから、分担金の根拠資料が添付されていないことが直ちに規則違反とは言えな

いが、添付すべきであったと述べている。しかしながら、分担金は松山市の歳入であるた

め、その分担率の条項は負担する市民にとっては不利益条項であり、それ以外の市民にと

っては貴重な市政の財源の条項であるから、その改正にあたってはその根拠を明確にせね

ばならず、「分担金の根拠資料が添付されていないことが直ちに規則違反とは言えない」

ということでは許されないはずである。つまり、この施行規則改正の起案文書に「必要な

根拠資料」が添付されていないことになり、「松山市文書取扱規則」第 13 条第 2 項（4）

の規定に抵触すると考えられる。 

 したがって、分担率の改正の起案文書の添付資料であるべきの、現在の分担率の根拠資
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料が見当たらず、監査人にその改正の根拠について適切な説明ができないことは著しく問

題であると言え、松山市には同様の事例が起きないように再発防止をするための対策を講

じることを要請する。 

 

（意見 46）特別徴収金の徴収対象に関する情報収集方法について 

「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例」第 7条に基づく「特別

徴収金」について、当初予定した用途以外の用途に転用されていないかどうかを松山市が

どのように確かめているかを質問したところ、「農地法の規定による農地転用の許可申請

が提出された際に、事業を実施した土地か否かを確認している」との回答を得ており、ま

た「松山市県営土地改良事業分担金等徴収条例」第 5 条にも「特別徴収金」の規程があり、

同様の質問を行ったところ、松山市から同様の回答を得ている。 

しかし、特別徴収金の条文の趣旨は土地改良事業によって受益を受けるものが、事後的

に当初予定した以外の用途に利用状況を変更することで不当に分担金を軽減されること

を防止するための罰則であると考えられるところ、同条文に記載されている「転用された

場合」という文言は単なる農地転用の手続きの有無だけを指していると考えるべきではな

いと監査人は考える。農地転用の手続きは耕作を単に放棄した場合には無用とされるもの

である。所有権を変えないのであれば仮に利用状況を変更しても手続きをしないままとす

る者もあり得るであろう。特別徴収金が「８年を経過しない間」という期限が設けられて

いることから、農地以外への利用を計画していた場合に例えば青空駐車場のように痕跡の

残りにくい利用をすることで転用の手続きを遅らせて、8年経過後に宅地等に転用する者

も有り得ると考えられる。そのため、農地転用の手続きは土地改良事業の受益者の土地の

利用の変更を網羅的に反映するものとは言えない。 

したがって、特別徴収金の対象の把握については転用の手続きの際のみではなく、すで

に実施した土地改良事業についての実態把握を行うことを検討していただきたい。そうす

ることにより、特別徴収金の本来の牽制の意味を込めた罰則としての趣旨をより反映でき

るものと思われる。 

 

（意見 47）一般競争入札の募集範囲について 

 上述の通り、一般競争入札時において松山市は地域を限定し入札参加資格をもつ業者を

絞っていることがある。その結果、一般競争入札においては 1，2 者しか入札に参加して

いないケースが散見された。 

 一般競争入札において最大限参加範囲を広げて業者数が少ないのであれば致し方ない

と思えるが、業者の参加資格が狭められた結果著しく入札参加業者が減ることは好ましい

こととは思えない。地域を限定した場合には、入札の参加機会を与えられた企業とそうで

ない企業との公平性を害する恐れがある。 

 そのため、本来であれば一般競争入札において松山市は地域を限定して参加資格をせば

めるようなことはせず、松山市内の業者に平等に機会を与えるように入札の仕方を改める

べきであると考えられる。だが、手作業による事務処理を行う上での負荷が大きく、上記

のような対応ができないケースも多く、現状では複数の入札工事においては特定の地域へ
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の偏りをなくし、個々の工事においても入札参加可能企業数が少なくなりすぎないような

配慮をして地域を限定しているとのことである。しかしながら、そのような地域の限定の

仕方によって、競争性や参加機会の公平性が著しく害される恐れがあることを否定できな

いと考えられる。 

 したがって、入札事務に滞りなきように一般競争入札の入札時の募集範囲地域を限定す

るにあたっては、特定の地域に偏りがなく、入札参加可能企業数が少なくなりすぎないよ

うに一定のルールを制定し運用することにより、競争性や参加機会の公平性が著しく害さ

れない範囲で事務の効率性にも一定の配慮をするような事務執行の仕組みを検討してい

ただきたい。 

 

2.   「土地改良事業」関連 

(1) 土地改良事業及び土地改良法について 

 土地改良事業は土地改良法に基づいて実施される、農業の生産性の向上、農業総生産の

増大、農業生産の選択的拡大及び農業構造の改善を図るために、農業の生産基盤を整備し、

開発する事業である。 

 土地改良法は農用地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業（土地改良事業）を適

正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めている。 

 

土地改良法（抜粋） 

（土地改良事業に参加する資格） 

第三条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内にある

土地についての次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものについて

は、その所有者 

二 農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるも

のについては、政令の定めるところにより、農業委員会（農業委員会等に関する法律（昭

和二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五項の規定により農業委員会を

置かない市町村にあつては、市町村長。以下同じ。）に対しその所有者から当該土地改良

事業に参加すべき旨の申出があり、かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承

認した場合にあつては、その所有者、その他の場合にあつては、その農用地につき当該権

原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者 

三 農用地以外の土地であつて所有権に基づき使用及び収益の目的に供されるものにつ

いては、その所有者 

四 農用地以外の土地であつて所有権以外の権原に基づき使用及び収益の目的に供され

るものについては、その権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の定めるところによ

り、その所有者の同意を得て農業委員会に対し当該土地改良事業に参加すべき旨を申し出

た場合にあつては、その者、その他の場合にあつては、その所有者 

２～５（省略） 

６ 第五十条第一項の道路等の用に供している土地の所有者としての国若しくは地方公
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共団体又は前項に規定する土地の所有者としての国には、第一項の規定を適用しない。 

（中略） 

（土地改良事業の開始） 

第九十六条の二 市町村は、土地改良事業計画を定めて土地改良事業を行うことができ

る。 

２ 前項の規定により土地改良事業計画を定めるには、市町村は、あらかじめ、当該市町

村の議会の議決を経て、土地改良事業の計画の概要（二以上の土地改良事業を併せて施行

する場合には、その各土地改良事業に係る計画の概要及び農林水産省令で定めるときにあ

つては全体構成）を定め、その計画の概要（全体構成を定める場合にあつては、その全体

構成を含む。）その他必要な事項を公告して、その事業の施行に係る地域内にある土地に

つき第三条に規定する資格を有する者の三分の二（二以上の土地改良事業を併せて施行す

る場合には、その各土地改良事業につき、その施行に係る地域内にある土地につき同条に

規定する資格を有する者の三分の二）以上の同意を得、かつ、当該土地改良事業の施行に

係る地域の全部又は一部をその地区の全部又は一部とする土地改良区があるときは、その

土地改良区の同意をも得なければならない。 

 

なお、松山市は第 96 条の 2 に規定する「土地改良事業計画」を定めておらず、市が直

接運営するすべての土地改良事業が受益者たる土地改良区や水利組合等からの申請に基

づくものである。 

 

(2) 土地改良区について 

 松山市土地改良事業協議会のホームページでは、土地改良区について以下のように記述

されている。（平成 30 年 11 月 12 日時点） 

土地改良区は、土地改良事業を行うための団体として、土地改良法により特別にその成立

を認められている法人であり、県知事の認可により成立します。また、この公告によって

第三者に対する対抗力を得、別に法人登記を必要としないとされています。法人の性格は

社団（組合）ですが、その名称に「区」という語を用いており、地縁的性格の強い団体で

す。 

 

土地改良区は、農家の人たちが組合員となり、設立された、農業生産の基盤を支える組織

であり、毎年、農家の方々が所有・耕作している農地の面積に応じて納付する賦課金によ

り、土地改良施設の整備や維持管理、業務を行っています。 

 

現在、土地改良区は全国で約 6,000 団体あり、愛媛県には 186 団体あります。松山市内に

は、55 の土地改良区があり、約 14,000 人の組合員により組織されています。（組合員は

一世帯に一人です。） 

 

また、土地改良区の活動については、以下のように記述されている。 

土地改良区は、農業用用排水施設の管理や農地の整備等の土地改良事業を実施していま



 
 

223 
 

す。 

 

具体的な活動としては、農業を営む上で必要なかんがい用水を確保するための水源や用水

路の整備、維持管理と、農地や地域の雨水、集落排水などを排除するための排水路の整備、

維持管理、及び農道の整備、維持管理などを行っています。 

 

農業用水路は全国に約 40 万 km あります。これは地球 10 周分に相当する距離で、全国で

約 7000 団体が管理を行っています。近年では、農地と宅地との混住化が進み、災害時の

防火用水や、降雨時に地面に浸透しきれなかった雨水が流れたりするなど、水路は農業以

外にも利用されています。つまり、土地改良区は農村部だけではなく、地域住民の生活に

かかわりを持ち、自然環境や国土の保全に欠かせない大切な役割を果たしており、土地改

良区、農家、地域住民が一体となって、水路を守っていくことが求められています。 

 

 松山市は、県や松山市内外の土地改良区等と協議を行い、各土地改良事業を実施してい

るが、松山市が実施する事業は県が所管する事業や市所有の農業用施設・農道等の整備・

維持管理が主体となっている。松山市が農業用施設や農道等の工事をする際には、その工

事の種類や農道等の所在などに応じ、土地改良区等を通じて地元負担金を徴収することが

ある。 

 また、松山市は農村や農地の公共財としての多面的機能を重視し、土地改良区を通じて

補助金や負担金を支給し、農業従事者の農業用施設の維持管理負担や農業用水の確保のた

めの権利金負担を軽減する措置も講じている。 

 

(3) 一般土地改良事業 

①事業の目的 

土地改良区等からの申請に基づき、農業用施設（農道、ため池、取水施設等）の新設・

改良等の工事を行うことにより、農業経営の労力の軽減や生産性の向上及び農家経営の安

定を図ることを目的としている。 

土地改良法に基づいて実施される土地改良事業として、国営土地改良事業、県営土地改

良事業、団体営土地改良事業等があるが、これらの事業の採択基準に該当しない比較的小

規模な整備や改良工事について市単独予算で対応するため当該事業を実施している。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：（現年）560,902 千円 （繰越）156,673 千円 

決算額：（現年）484,952 千円 （繰越）156,594 千円 

 一般土地改良事業は松山市の独自事業として実施している。 

 

③事業の概要 

土地改良区等からの申請に基づき、農業用施設（農道、ため池、取水施設等）の新設・

改良等の工事や生活農道の舗装工事を実施している。平成 29 年度の工事件数は 520 件に
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なる。 

 

 当該事業の採択の条件について、松山市は「基本的には、「松山市営土地改良事業等の

経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」の第 3 条や第 4 条の条件を満たせば採択され

ます。」と回答しており、続けて、申請者の申請がほぼ間違いなく通るということかどう

かについて質問したところ、「基本的には要件を満たせば採択はされるが、予算の都合上

待機工事も相当数あり、優先順位をつけて工事をしている。」との回答を得ている。 

「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」第 3 条及び第

4 条は以下の通りである。 

第３条 事業の種類及び採択基準は，次のとおりとする。 

一般土地改良事業 1 か所工事費 10 万円以上 

単独災害復旧事業 1 か所工事費 10 万円以上 

補助対象土地改良事業 当該補助金交付の採択基準による 

補助対象災害復旧事業 当該補助金交付の採択基準による 

防災事業  単独事業は 1 か所工事費 10 万円以上、補助対象事業は当該補助

金交付の採択基準による 

 

第４条 前条に規定する事業のうち一般土地改良事業は，当該事業による受益戸数が２戸

以上で，かつ，次の各号に該当するものについて施行するものとする。 

(1) 農道の舗装は，平均幅員が１．２メートル以上であるもの 

(2) 農道の新設又は改良（路側復旧を除く。）は，幅員が３メートル（市街化区域につい

ては４メートル）以上であるもの 

(3) 前２号に定めるもののほか，特に市長が必要と認めるもの 

 なお、松山市は工事の申請時および施工前に現場に行って申請者（土地改良区）および

（すべてではないが）受益者にも話を聞いているが、申請時の確認事項のチェックはある

ものの、施工前の確認事項の痕跡を残していないとのことである。 

また、申請受付時に作成される「土地改良受付審査シート」をサンプルで抜き出し検討

してみたところ、「公共性」「事業効果の予測」「市の必要性」という項目が 100 点満点

中それぞれ 10 点づつ配点されているが、この点数によってランク付けされた事業は上位

ランクから予算化し事業化されることになっている。 

 「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」別表（第 7 条

関係）に記載の通り、土地改良事業において「松山市生活農道整備事業実施要綱」第 2 条

に規定する生活農道の整備事業については当該別表の分担率が適用されず、「松山市生活

農道整備事業実施要綱」（以下、「生活農道要綱」とする。）にも分担金の規程がないこ

とから生活農道要綱第 2 条の要件を満たす生活農道整備事業においては分担金の徴収は

ない。生活農道要綱第 2 条には「この要綱において「生活農道」とは，道路法（昭和２７

年法律第１８０号）の規定の適用を受けない農道（市有地に限る。）で，地区住民が生活

道路として利用しているものをいい，「事業」とは，生活農道の路面の舗装その他安全対

策上必要な整備を行うことをいう。」という規定がある。さらに、生活農道要綱第 5 条に
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都市計画法や建築基準法、松山市私道整備事業実施要綱の適用を受ける道路を除外した上

で、生活農道要綱第 4 条において以下の事業施行の要件を定めている。 

(1) 起終点のいずれかが道路法の規定の適用を受ける道路又は，幅員１．８メートル以

上の農道に接続しているもの 

(2) 主として生活用の道路として利用されているもの 

(3) １箇所の工事費が１０万円以上であるもの（安全対策上事業を行うことが必要と認

められる場合は，この限りでない。） 

(4) 拡幅する場合には，当該用地を前条の申請者（以下「地元申請者」という。）に無

償提供できるもの 

(5) 前各号に定めるもののほか市長が特に必要と認めるもの 

ここで、生活農道要綱第 2 条「地区住民が生活道路として利用しているもの」第 4 条

「主として生活用の道路として利用されているもの」をどのような基準および手段で判断

しているかを松山市に質問したところ、「民家が 2 戸以上あり、実際に生活用の道路とし

て利用されているかどうか」を判断基準としているとの回答を得た。また、「地区住民」

は受益者およびその近親者以外の一般不特定多数が往来しうる道路であり、事実一般市民

が往来している道路であることを、何らかの客観的な手段で確かめているかという質問を

松山市にしたところ、「現地に行くなどして生活農道であるかどうかの確認はしているが、

確認項目などのチェック痕跡は残してない。」との回答を得た。 

松山市では地元からの修繕の要請があり生活農道としての要件を満たしていれば、その

損耗の状況から優先順位はつけるものの、受け付けた申請は原則として却下されることは

ないとのことである。 

 

 土地改良法に基づき実施する土地改良事業は、効果算定が必要とされているとのことで、

松山市では土地改良法に基づき実施する土地改良事業については、土地改良事業の費用対

効果分析に関する基本指針（平成 20 年 3 月、農林水産省）および新たな土地改良の効果

算定マニュアル（農林水産省農村振興局整備部監修）に基づいて効果を算定しているとの

ことである。 

 

 国・県から補助が出るため池事業については土地改良事業設計指針「ため池整備」

H27 年 5 月に基づいて設計することで耐震性能を確保している。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および指摘・意見は以下のとおりである。 

 

（意見 48）一般土地改良事業の分担率の公平性について 

 上述の通り松山市は農道の整備等に際し受益者から土地改良事業の分担金を徴収する

こととなっている。しかしながら、一般土地改良事業で実際に実施されている工事の大部
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分は「農振農用地区域の農道」や「生活農道」であるため、実施事業の分担金のほとんど

は 1％以下となっており、「1.（3） 所管事業の財源の概要」に記載通り、一般土地改良

事業の財源のうち分担金が占める割合は約 3％となっている。 

 農業用地や農業用施設の多くは農作物を栽培する以外にも災害防止効果などの多面的

な機能を有しており、その効果は農業従事者のみならず近隣住民にも及ぶものであるから、

農業振興を目的として実施される一般土地改良事業の工事費のすべてを受益者に負担さ

せるのは確かに酷である。しかし、災害防止効果が認められる水路等の農業用排水施設や

ため池の補修工事はともかく、一般土地改良事業で整備される農業用道路の多くは道幅も

狭く一般公衆の往来する道路とは言えず、その用途は農作業に利用する車両や農業機械の

移動であることから、農道の整備等の恩恵のほとんどは近隣において農業に従事する者、

つまり土地改良区を通して分担金を負担する受益者であると考える方が自然である。 

 また、市街化地域の土地改良事業の受益者の負担率は 20％と定められている。ここで、

都市計画法 7 条 2 項に「市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね十

年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とする。」との定めがあり、市街化地

域は土地改良事業により農業の振興を進めるべき地域とは言えない。そのような地域にお

いて、受益者による申請に基づく土地改良事業の受益者負担率が半分にも満たないという

のは受益者負担の原則の観点から不合理であり、不公平であると言える。 

したがって、農振農用地区域の農道に係る通常の土地改良工事の分担率を他の土地改良

事業の工事の分担率（農振農用地区域の農業用取水・排水施設、防災事業のため池工事、

災害復旧事業の農業用施設など）と同率の 1％と定めることは公益性の観点から不合理で

公平性を害していると言え、松山市は受益者負担の適正化のために土地改良事業の分担率

の見直しの検討を行うべきである。また、市街化地域の土地改良事業の負担率は受益者負

担の原則を厳密に適用し、受益者が負担すべき負担率に見直すべきである。 

 

（意見 49）一般土地改良事業の採択の方法について 

 上述の通り、一般土地改良事業について地元からの申請が「松山市営土地改良事業等の

経費の分担金等徴収に関する条例施行規則」の第 3 条や第 4 条の条件を満たせば基本的に

は採択をされることになる。つまり、第 3 条は「1 か所工事費 10 万円以上」第 4 条は「受

益戸数が２戸以上で、かつ、農道の舗装は、平均幅員が１．２メートル以上であるもの、 

農道の新設又は改良（路側復旧を除く。）は、幅員が３メートル（市街化区域については

４メートル）以上」という、極めて形式的な要件を満たすかどうか、という判断で事業が

採択されている。２戸以上という数では公共性として十分な要件ではないであろう。とい

うことは、当該事業の採択において、「市民にとって本当に必要なものかどうか」という

視点での判断はなされておらず、市有道路であるということ以外の公共性は度外視されて

いると言える。負担金の徴収について定める同施行規則において、受益戸数による負担金

の差もない。 

また、申請があった時に作成される「土地改良受付審査シート」で「公共性」「市の必

要性」という項目にも配点されているが、採択の基準ではなくあくまでも予算化の優先度

の判定に用いられている。ということは、仮にこれらの項目が低水準であったとしても、
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事業の採択はなされることから、市や市民にとって有用かどうかという点は事業の可否の

判断基準として重要度が低いということになる。 

そもそも、土地改良法 3 条第 1 項および第 6 項によれば、土地改良事業の参加資格を有

する者は土地の所有者等の受益者であって、地方公共団体ではない。同法 96 条の 2 の規

程により市が土地改良計画を定めて実施する場合も同法 3 条の資格を有する者や関係す

る土地改良区の同意が必要とされることから考えても、本来土地改良事業の主体は松山市

ではなく、その権利も義務も受益者側にあるはずである。つまり、土地改良法や関連する

条例に基づいて土地改良区等が市（もしくは県・国）に申請し市が受託しているにすぎず、

市がすべての申請を採択する義務はないのである。 

したがって、公共性が乏しい工事を排除する規定が存在しない、公共性の判断によって

受益者の負担が変わらないということは松山市の一般土地改良事業の採択の判断過程に

ルール上の不備があると考えられる。事業実施が前提で予算を消化することが目的化して

いると言われても仕方がなく、このような公共工事を実施するにあたり市民の理解を得る

ことは難しい。公共性を採択の可否に反映する最もシンプルな方法は「2 戸以上」という

受益戸数の要件を厳しくする方法であろう。また、例えば、一般公衆の利用しない農道工

事の場合には「受益戸数×〇万円」まで松山市が負担、「〇万円」は戸数の増加に応じて

段階的に増加、といった公共性に応じて松山市が負担する上限額を決める仕組みの導入も

検討の価値がある。受益者に適切な負担を求めるようにすれば無用な公共工事を減らすこ

とにつながるからである。松山市には、公共性の有無を採択の可否や受益者負担に反映す

る上記の例のような仕組みの検討を期待する。 

 

（意見 50）生活農道整備事業の採択の条件について 

上述の通り「松山市生活農道整備事業実施要綱」第 4条に一般土地改良事業の施行要件

が示されているが、松山市では地元からの申請を却下することは原則としてない。 

ここで、同条（1）の「起終点のいずれかが道路法の規定の適用を受ける道路又は，幅

員１．８メートル以上の農道に接続しているもの」という要件について松山市に質問をし

たところ、「起終点のいずれか」ということから考えると、道路のもう一方がたとえ最終

的に袋小路となっていたり、私道と接続する道路であったとしても要件を満たすことがあ

りうる、ということであった。そこで、この要件に問題はないかという質問に対しては「市

としては民家が 2 戸以上あり、実際に生活をしているのであれば問題はないと考えてい

る。」とのことであった。 

しかしながら、生活農道とされている道路の工事は地元の負担金がゼロと取り扱われる

工事である。その工事費の全額を松山市が負担するためには一般公衆に利用される工事で

あり、不特定多数に便益を与えるような公益性が高い工事であるべきと考えられる。「起

終点のいずれか」が袋小路となる道路や私道と接する道路であるならば、その道路に接す

る民家もしくは道路の先にある私道に接する民家など、少数の特定の者にのみ便益が生じ

るものと考えられる。つまり、市有道路であっても市の全額の負担において少数の特定の

者のために工事を行うことは、受益者負担の原則から考えて著しく不合理であると考えら

れる。 
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この点、松山市では「松山市私道整備事業実施要綱」に基づく私道の工事を実施してお

り、私道の工事の採択要件は第 4条において「平均幅員が 1.2 メートル以上で、利用家屋

が複数ある、路面の排水が良好な私道」である旨が定められており、上記の生活農道と同

様の袋小路の私道も工事されることがあるとのことである。そういう意味では制度的には

全くの不公平であるとは言えないが、極めて少数の者にしか利用されない道路に関して市

が工事費をすべて負担することになるのは、やはり不合理さを感じるところである。 

したがって、「松山市生活農道整備事業実施要綱」第 4条の生活農道の要件を定める規

定は公平性・公益性の観点から問題があると考えられるため、このような趣旨から松山市

は規定の見直しの検討を期待する。 

 

（意見 51）土地改良事業の実施時の事務手続きについて 

 前述のとおり、土地改良事業は土地改良区からの申請を市が採択し、「土地改良受付審

査シート」の点数によってランク付けされた事業は上位ランクから予算化し事業化される。

採択された土地改良事業も予算待ちで相当数待機しており、1 年以上の待機をするものも

少なくない。 

 そのような状況においては採択時の状況と施工開始時の状況では異なる可能性がある

が、土地改良区からの取り下げでもない限りは事業化された工事は実施される。その施工

時において松山市の話では施工開始時の現況について申請者（土地改良区）および（すべ

てではないが）受益者にも話を聞いているとのことであるが、確認事項の痕跡を残してい

ない。これでは本当に必要な工事を実施していたかどうかを十分に確かめたことを証明で

きない。 

 また、生活農道の工事の際には、「地区住民」は受益者およびその近親者以外の一般不

特定多数が往来しうる道路であり、事実一般市民が往来している道路であることを、何ら

かの客観的な手段で確かめているかという質問を松山市にしたところ、「現地に行くなど

して生活農道であるかどうかの確認はしているが、確認項目などのチェック痕跡は残して

ない。」という旨の回答を得ている。これも本当に生活農道として必要な工事を実施して

いたかどうかを十分に確かめたことを証明できない。 

 このように、松山市は必要な確認をしていることを証明する書面等が不足していると言

える。手続きを増やし作成する書面等を増やすことは事務の煩雑化につながる恐れはある

ものの、必要な確認を怠れば不用な工事を実施するという無駄が発生するリスクが高まる。

松山市はこの点を比較考量しつつ確認項目を選定し、その確認手続きを効果的かつ効率的

に実施し記録すべきである。 

 

(4) 県費補助土地改良事業（府中地区）・県費補助土地改良事業（由良地区） 

①事業の目的 

 当地区のほ場内の道路は未整備であり、農作物や資材の運搬は、人力に頼っている。ま

た、生産物の運搬の際の損傷による品質低下を招いている。このため、ほ場内の農道を整

備することにより、農業生産物や生産資材等の搬入の効率化を図り、営農労力の軽減に寄

与するものである。 
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②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：（府中地区）21,854 千円 （由良地区）9,555 千円 

決算額：（府中地区）21,318 千円 （由良地区）7,814 千円 

 県費補助土地改良事業は県と松山市の概ね折半での負担により実施している。なお、工

事請負費の決算額は府中地区 18,851 千円、由良地区 7,028 千円である。 

 

 

③事業の概要 

 県費補助土地改良事業（府中地区）・県費補助土地改良事業（由良地区）はそれぞれ農

道整備を松山市主体で実施している。 

 具体的には、府中地区については府中 819 番地先農道改良工事を 18,851 千円で有限会

社来嶋建設に、由良地区については由良町 751 番地 1 地先農道改良工事を 7,028 千円で有

限会社上諏訪土建に支払をしている。 

 

(5) 県営事業地元負担金事業 

①事業の目的 

土地改良区等からの申請に基づき、国庫補助を活用して愛媛県が事業主体となり農業用

施設の新設・改良等の整備を実施しており、その県営事業として施工される事業の早期完

成と農業経営の合理化及び安定に寄与するため、定められた地元負担金を負担するもので

ある。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：114,173 千円 

決算額：113,214 千円 

 

③事業の概要 

愛媛県が事業主体で実施する土地改良事業に対して地元負担金を負担しているが、土

地改良区等からの申請は市に対し行われ、県の採択要件を満たした工事について県に要

望を出している。 

 

 市が負担金を県に支払う根拠について松山市に確認したところ、「地方財政法第 27 条

1 及び土地改良法第 91 条 6 を根拠に、県から市に負担金を求めている」とのことである。

負担金を支払うにあたっての手続きとしては、「地方財政法第 27 条 2 及び土地改良法第

90 条 10 により、市が負担すべき金額は、県議会の議決を行うまでに 4 月末と 12 月末に

県から「○○年度県営土地改良事業の分担金について」の公文書で意見照会の依頼があり、

市が負担する旨の回答を行っており、国補正予算時は、個別に公文書で意見照会がある」

とのことである。 
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(6) 農村地域多面的機能維持推進事業 

①事業の目的 

 農業・農村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観形成等の多面的

機能を有している。しかし、近年、農村地域の過疎化・高齢化、混住化の進行に伴う集落

機能の低下により多面的機能の発揮に支障が出ている。このため、地域の共同活動に係る

支援を行い、地域資源の適切な保全を推進することにより、農業・農村の有する多面的機

能を維持・発揮されるようにするとともに、担い手農家への農地集積という構造改革を後

押しするものである。 

 平成 19 年度に、旧農地・水農村環境保全向上活動支援事業として、国の制度が実施さ

れ、農村の有する多面的機能の保全を目的に、各活動組織が当該事業に取り組むこととな

った経緯がある。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：54,026 千円 

決算額：47,253 千円 

財源の 4 分の 3 は国・県からの支出金となっている。 

 

③事業の概要 

 集落内の農業者及び非農業者で構成する活動組織が、集落内の農地や水路・農道・た

め池等の農業用施設の草刈りや泥上げ、破損個所の補修等の保全管理を行うとともに、

集落内の環境保全のために花植えやホタル等の在来種の保護などを行っており、これら

の活動組織に、補助金を交付している。 

 

(7) ため池等整備事業 

①事業の目的 

老朽化した「ため池」の総合的な改修工事を実施することにより、農業用水の安定確保

を図るとともに、堤防決壊による被害の防止を図ることを目的としている。 

 築造後およそ 140 年～260 年以上が経過し、法面浸食による堤体の断面不足や堤体から

の漏水が見られるなど、危険な状態となっており、下流には、県道、市道や人家等（大入

道池）、樹園地（伊台浦池）人家や中学校等（民部池）、住宅等（寺池）が集積しており、

決壊による下流区域の多大な被害が想定されるため、早期の改修が必要であるという背景

がある。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 
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③事業の概要 

 ため池等整備事業として事業化されているため池等工事は団体営土地改良事業として

国の内示を受けて国庫および県からの支出金を受領し、残りを地元の市及び土地改良区等

が負担をする事業として管理運営されているものである。 

 ため池等整備事業の事業費の主な内容別の内訳は測量設計料、堤体工、取水施設工、

洪水吐工である。 

 

 松山市はため池工事を実施する際に市議会に土地改良事業計画の承認を得ている。土

地改良事業計画を策定するために、松山市は土地改良事業の費用対効果分析に関する基

本指針（平成 20年 3 月、農林水産省）および新たな土地改良の効果算定マニュアル（農

林水産省農村振興局整備部監修）に基づいて事業の価値評価を行っている。効果の計算

方法等については、県の団体営事業計画審査会で承認されている。 

 

(8) ため池浸水想定区域図作成事業 

①事業の目的 

大規模地震等によってため池が決壊した場合、短時間に大量の水が流れ出し土石流とな

って、下流住民の生命、財産や公共施設等に甚大な被害をもたらすことが想定される。こ

のような災害が発生した場合に備え、市民が迅速・的確な避難活動が可能となるように、

「ため池浸水想定区域図」を作成して浸水範囲を把握し、避難場所等を記載したハザード

マップとして、地区防災計画等に掲載し活用してもらい、ため池の減災対策を推進するこ

とを目的としている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：29,364 千円 

決算額：29,259 千円 

当該事業は国の政策として実施されていることから、財源の大部分は国からの支出金と

なっている。 

 

③事業の概要 

(単位：千円）

事業名 予算額 決算額

ため池等整備事業（大入道池地区） 38,770 3,798

ため池等整備事業（伊台浦池地区） 10,614 3,930

ため池等整備事業（大入道池地区）（繰越） 27,953 27,918

ため池等整備事業（伊台浦池地区）（繰越） 36,146 34,162

ため池等整備事業（民部池地区）（繰越） 19,442 18,527

ため池等整備事業（寺池地区）（繰越） 23,067 16,315
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 市内の全ため池を対象にため池が決壊した場合の浸水範囲について、図面の作成を委

託している。委託先は愛媛県土地改良事業団体連合会、株式会社パスコ愛媛支店となっ

ており、それぞれ委託料を 13,487 千円、13,749 千円支払っている。 

 

3.   「施設管理・農業用水事業」関連 

(1) 道後平野土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業 

①事業の目的 

 道後平野土地改良区が維持管理しているかんがい排水施設にかかる経費が農業の高度

化や施設の老朽化により年々増加し、受益農家の財政を圧迫しているため、農家経営の安

定化を図ることを目的として松山市が補助金を交付している。 

 道後平野土地改良区から農家負担の軽減を図るため、行政援助の要望があり、昭和 44

年より事業を開始し補助金を交付することとなったものである。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：18,910 千円 

決算額：18,734 千円 

 

③事業の概要 

 道後平野土地改良区の維持管理費における受益農家への賦課金に対して、60％の補助金

を交付して農家負担の軽減を図っている。具体的には土地改良区の代表者等 36 名に対し

て補助金を交付している。 

 当該補助金は「松山市補助金等交付規則」に基づく一般的な補助金等の交付手続きによ

り交付されており、要綱等により特別に補助対象や補助率を定めて交付している補助金で

はない。そのためその交付にあたっては都度都度土地改良区からの申請に基づき審査を行

い「松山市補助金等交付規則」第 2 条に定める通り「公益上必要があると認める事務また

は事業を行うもの」に対して支払っていることになる。 

 松山市が補助金を支出する根拠としては、農業用水施設には、梅雨や台風時には、ゲー

ト調整によるため池や河川の水位調整等により水害から地域を守る役目をはじめ、防火用

水の確保や地下水涵養機能等様々な効果があるため、農業用水施設の適切な管理により農

家以外の一般市民の安全・安心な暮らしにも役立っている、ということである。 

 また、かんがい施設がどのように市民のためになっているか、という質問に対し「農業・

農村は、食の安定供給という本来的な機能があり、地産地消、食の安全を維持するため、

安全な農作物を供給することによって、市民の方が安心して生活できます。また、農業・

農村の多面的な機能は、地域住民のみならず、都市住民を含めた国民全体に利益をもたら

すものと考えられ、これらの機能の基盤となる農業・農村環境の保全は、都市住民を含め

た国民全体の資産を保全することにつながると考えられます。そのことから、農業生産基

盤となる施設の管理費補助が必要と考えます。」との回答を得ている。 

 

 昭和 57 年度に道後平野土地改良区より、農家負担の軽減を図るために増額補助の要請
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があり、昭和 58 年度から補助率を 50％から 60％に引き上げたとのことである。 

 また、施設稼働中は終期設定できないとのことであるが、今後のかんがい施設の運営の

方針等を確かめるため中長期の修繕計画がどうなっているのか確認したところ、かんがい

施設は国、県がそれぞれの実施方針に基づき、今後の施設の劣化予測や対策コストを踏ま

えた長寿命化を図るための「機能保全計画」を策定しており、この機能保全計画に基づい

て改修工事を行っているとのことである。道後平野は、国が平成 27 年度から機能診断調

査を実施し、平成 29 年度から地区調査、平成 32 年度から全体実施設計を実施する予定と

なっているとのことである。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は以下のとおりである。 

 

（意見 52）かんがい施設から受ける市民の恩恵が不明確である点について 

 当該事業の補助金の支給に係る根拠規則である「松山市補助金等交付規則」第 2 条では

「公益上必要があると認める事務または事業を行うもの」に対して支払う旨が定められて

いる。このため、松山市に対して監査人はかんがい施設がどのように市民のためになって

いるかという問いを行ったが、上述のような一般的な農業の多面的機能を強調した概念的

な回答しかもらえず、土地改良事業のような事業評価など客観的な根拠をもとにかんがい

施設が市民に与える効果を判断することができなかった。 

 かんがい施設の維持管理は相当長期間に及ぶことから単年度の補助金支出額が少なく

ても長期間の累積で考えれば非常に大きな金額を支払っていることになる。施設の長寿命

化のために今後も多額の修繕費が必要になるであろう。農家の減少や TPP の発効により

農業を取り巻く環境はより厳しさを増すことから今後は修繕費の増加に伴う補助金の増

額や補助率の増加の交渉が出てくる可能性も大いにありうる状況である。このような中で

終期の設定もせず、延々と今のまま補助金を支出し続けることが果たして本当に市民のた

めになるのであろうか。限られた受益農家のために無期限で負担軽減のための補助事業を

行うことが本当の意味で事業の目的である「農家経営の安定化を図ること」になるだろう

か。生産性の低い農業経営の延命となる恐れや競争力のある強い農家の誕生を阻む恐れは

ないのだろうか。このような議論は補助金支給を続けるにあたり避けてはならないもので

あるように思える。 

 かんがい施設が防災などに一定の効果を発揮しているのが事実だとしても、それがどの

程度の効果があるものなのか、具体的な施設ごとの試算がなければ本当のところはわから

ない。そのため、土地改良事業で事業の評価をしているように、松山市はかんがい施設が

市民に与える恩恵を具体的に評価したうえで、本当に必要な施設であることを議会や市民

に説明をするべきであり、十分な説明ができないのであれば補助金の減額や廃止など、事

業の終期設定も含めた抜本的な事業の修正を要するものであると監査人は考える。 

 もっとも、かんがい施設の事業評価の数値化手法は検討段階であり、国から統一的な

マニュアル等が示されていないことから、今後国や県とも連携しながらより具体的で市

民にとってわかりやすい効果説明ができるように検討を進めていただきたい。 
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（意見 53）維持管理費の補助率が過半を超えている点について 

 松山市は昭和 57 年度に道後平野土地改良区より、農家負担の軽減を図るために増額補

助の要請があり、昭和 58 年度からかんがい排水施設の補助率を 50％から 60％としてお

り、負担率が過半を超えている。しかしながら、かんがい排水施設は農業用施設であり直

接の受益者は農家である。多面的機能があるにしても、かんがい排水施設の主たる機能は

農業用水の排水であり、施設の機能不全により損害が生じるのは農家であることも明らか

であることから、松山市の負担率が 50％を超えることは受益者負担の原則から明らかに

不合理である。したがって、受益の公平性の観点から松山市はかんがい排水施設の維持管

理費の負担率を見直し、少なくとも半分以上は受益者が負担すべきである。  

 

 

(2) 石手川北部土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業 

①事業の目的 

 土地改良区が所有している揚水施設、パイプラインの維持管理を行っているが、その経

費は各組合員から徴収し運営しているが、最近の農産物価格の低迷により経費の負担は、

農家経済を著しく圧迫しているため、松山市は農家経営の安定を図ることを目的に補助金

を支出している。 

 昭和 46 年から平成 2 年にかけ石手川ダムを起点とするパイプラインによるかんがい施

設が完成し、当該施設に係る維持管理費が農家経営を圧迫している。そのため維持管理費

の一部を補助することにより、経営の安定を図ることとした背景がある。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：12,282 千円 

決算額：11,366 千円 

 

③事業の概要 

 石手川北部土地改良区に対し、前年度の維持管理費決算額の 60％の補助金を交付して

いる。 

 その他の事業概要は「(1) 道後平野土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業」

と概ね同様である。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は「(1) 道後平野土地改良区かんがい排

水施設維持管理費補助金事業」と同様である。 

 

 

(3) 北条畑総かんがい排水施設維持管理費補助金事業 

①事業の目的 
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 北条市畑地帯総合土地改良区が所有しているパイプラインや管理を行っている立岩ダ

ムの維持管理費は、各組合員から徴収し補っているが、最近の農産物価格の低迷により経

費の負担は、農家経済を著しく圧迫しているため、松山市は農家経営の安定を図ることを

目的に補助金を支出している。 

 昭和 46 年から平成 2 年にかけ立岩ダムを起点とするパイプラインによるかんがい施設

が完成し、当該施設に係る維持管理費が農家経営を圧迫している。このため維持管理費の

一部を補助することにより、経営の安定を図ることとした背景がある。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：4,800 千円 

決算額：3,835 千円 

 

③事業の概要 

北条市畑地帯総合土地改良区に対し、前年度の維持管理費決算額の６０％の補助金を交

付している。 

 その他の事業概要は「(1) 道後平野土地改良区かんがい排水施設維持管理費補助金事業」

と概ね同様である。 

 

④監査の結果 

 実施した監査の結果、検出した事項および意見は「(1) 道後平野土地改良区かんがい排

水施設維持管理費補助金事業」と同様である。 

 

(4) 国営造成施設管理体制整備促進事業 

①事業の目的 

 国営農業水利施設の管理は、近年の農村における都市化や混住化の進展に伴い、施設が

持つ水資源の涵養や洪水防止等の多面的機能（農業外効果）の恩恵を受ける地域住民が増

大するとともに、環境への配慮や安全管理の強化等により、施設の維持管理がより複雑・

高度化している。都市化・混住化の進展に伴う集落機能の低下や組合員の減少などにより

その管理体制が脆弱化しつつあるため、道後平野土地改良区が行う維持管理体制の整備・

強化を国・県と地元行政が連携して支援することで、これら施設の持つ多面的機能を将来

にわたって発揮させることを目的としている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：5,660 千円 

決算額：5,660 千円 

 事業費の半分を国が負担し、4 分の 1 を県が負担しており、松山市の負担は事業費の 4

分の 1 となっている。 

 

③事業の概要 
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 松山市補助金等交付規則に基づいて道後平野土地改良区に対して補助金を交付してい

る。 

 具体的には、横谷調整池、通谷調整池、佐古ダムや国営・県営の幹線水路の維持管理費

等を補てんしている。 

 

(5) 農業土木関係施設等管理事業 

①事業の目的 

 土地改良事業等で造成した市役所管理施設の維持補修に要する費用を支出することで、

利用者の利便性が向上されることを目的としている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：4,482 千円 

決算額：4,274 千円 

 

③事業の概要 

 市所有施設８カ所（堀江新池利活用施設・農道湯山久米線・農道西谷東大栗線・中島地

下ダム・上怒和農道トンネル・皿山治山施設・農道佐古本谷線・ホタルの里）の電気代、

水道代、施設の修繕、管理委託料等を支出している。 

 

(6) 道後平野土地改良区農業用水調整配分の配水特別管理費負担金事業 

①事業の目的 

 道後平野土地改良区の行う農業用水調整配分における配水権利の獲得により、必要な農

業用水を確保し、渇水時期等でも安定した農業用水の供給を可能とすることにより、農業

所得の向上と安定化を目的としている。 

面河ダムから送水された一部の農業用水は、食場町の横谷調整池に一時貯留をすること

で、渇水等をはじめ農業用水が不安定な時期でも、調整池から石手川へ農業用水を放流し、

用水路を通じて各農地へ配水することにより、農業経営の安定化が図れる。 

 昭和 53 年の干ばつを機に面河ダムから農業用補給水の増量を関係市町が道後平野土地

改良区に要望し、昭和 54 年度から農業用補給水として送水されたことに伴い、負担金の

支出を開始し現在に至っている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額： 12,990 千円 

決算額： 12,990 千円 

 

③事業の概要 

 道後平野土地改良区の行う農業用水調整配分における配水権利の獲得するために道後

平野土地改良区に対して 12,990 千円の負担金を支出している。 

 平成 29 年度の調整配分量は 2,598,000 ㎥であり、過去十年の調整配分量は平成 20～22 
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年度は 2,153,000 ㎥、平成 23～29 年度は 2,598,000 ㎥であったとのことである。これに対

し、松山市の干ばつその他の水不足の状況を確認したところ、過去 10 年での平均利用量

は 1,418,109 ㎥で、使用料の多かった平成 24 年度においては調整配分量の使用率は約 99％

とのことであった。 

 なお、権利金の支払は近隣 4市町も参加しており、松山市を含む調整配分量の合計は

4,081,000 ㎥となる。各市町の負担金の単価は 1㎥あたり 5 円で、各市町共通である。 

 

4.   「林道整備事業」関連 

(1) 林道整備事業 

①事業の目的 

林道の新設・改良等の整備を行うことにより林道基盤施設の充実を図り、林家の労働力

節減と生産性の向上を目的とする。併せて、水源涵養機能等の森林の有する多面的機能の

保全を図ることを目的としている。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：（現年）44,209 千円 （繰越）7,245 千円 

決算額：（現年）36,388 千円 （繰越）6,321 千円 

 

③事業の概要 

松山市内の林道台帳に記載されている路線及び愛媛県森林計画に登載されている路線

利用区域内の林家を対象として、松山流域森林組合、松山市・東温市共有山組合からの

申請により、原材料の支給をはじめ、林道の新設・改良及び修繕工事を実施している。 

具体的には繰越分について主に久谷町林道カガ谷線開設工事として(有)八生建設工業

に 2,712 千円の工事請負費を支出している。現年分については主に九川林道大栗谷線改

良工事として(有)鍋屋建設に 10,255 千円、林道猪木 2 号線改良工事として（株）ケイ・

アール総合企画に 8,987 千円、久谷町林道下の谷線開設工事として(有)功桂建設に

7,299 千円の工事請負費を支出している。 

 

(2) 林道整備事業（農山漁村地域整備交付金） 

①事業の目的 

林道の新設・改良等の整備を行うことにより林道基盤施設の充実を図り、林家の労働力

節減と生産性の向上を目的とする。併せて、水源涵養機能等の森林の有する多面的機能の

保全を図ることを目的としている。 

農山漁村地域の活性化を図るため、平成２６年度から国の農山漁村地域整備交付金を活

用して整備を実施している背景があり、この点が林道整備事業との違いである。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：（現年）36,810 千円 （繰越）24,463 千円 

決算額：（現年） 9,042 千円 （繰越）23,717 千円 
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③事業の概要 

 松山市内の林道台帳に記載されている路線、さらに愛媛県森林計画に登載されている路

線について、国の補助採択要件（費用対効果等）を満たしている路線を対象として、松山

流域森林組合と協議を行い、要望・申請をうけて、4 路線を継続的に実施している。 

具体的には、繰越分については主に久谷町林道土橋線開設工事（その２）として(有)八

生建設工業に 21,243 千円の工事請負費を支出している。現年分については主に米野町林

道水ヶ峠線開設工事として(有)神尾組に 5,800 千円の工事請負費を計上している。 

 

5.   「農林土木災害復旧事業」関連 

(1) 農林土木災害復旧事業 

①事業の目的 

現年分については、平成 29 年 9 月 17 日発生の台風 18 号で被災した農業用施設（農道

等）の復旧を図ることを目的としている。繰越分については、平成 28 年 6 月 19 日から 25

日までの梅雨前線豪雨によって被災した農業用施設（農道等）の復旧を図ることを目的と

している。 

 

②平成 29 年度の予算額及び決算額 

予算額：（現年）132,775 千円 （繰越）24,103 千円 

決算額：（現年）25,638 千円 （繰越）24,064 千円 

 

③事業の概要 

 被災した農道等を復旧するために工事請負費を支出している。 

 具体的には、現年分については主な工事として菅沢町木原農道災害復旧工事で㈱吉野

土建へ工事請負費 4,350 千円を支出するなど多数の災害復旧工事を実施している、繰越

分については主な工事として大室農道災害復旧工事で有限会社上諏訪土建へ工事請負費

3,134 千円、平井町 659 番 1 地先農道災害復旧工事（単独）で有限会社平岡建工へ工事

請負費 3,308 千円を支出しているなど多数の災害復旧工事を実施している。 
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第９章 監査の総括 

松山市は、人口減少問題に対して中長期的な視点に立った取組みを実行するため「松

山創生人口100年ビジョン先駆け戦略」を策定しており、この中で実施された調査結果に

よると、若年層の定着もしくはUターンには、就職支援やそれに伴う環境の整備が最も関

心が高いことから、基本目標の積極戦略の一つに「魅力ある仕事と職場をつくる（地域

経済活性化）」を、補完戦略に「暮らしと経済を守る（くらしと経済まちづくり）」を

掲げている。 

産業の発展に資する事業費の比率を見てみると「松山創生人口100 年ビジョン先駆け

戦略」の策定前後であまり変わらないか、過去数年では減少傾向である。平成29年度3月

補正予算も農林水産業費・土木費の構成比は対前年で減少しており、松山市がこの戦略

目標を達成するためには効率的で効果的な事業への配分と経済的な事務執行が欠かせな

いものと言える。 

そこで、松山市は適正な事業の評価を行うために事務事業シート作成しており、その

意義として「依然として厳しい財政状況が続くなか、今後も複雑、多様化する市民ニー

ズに適切に対応し、魅力あるまちとして発展していくためには、常日頃から高い課題意

識をもち、市民目線、現地、現場を大切にしながら、より柔軟で創造性の高い事業を展

開し、市民の皆様の満足度を高めていくことが重要です。そこで、平成27年度から、松

山市では、市が取り組む様々な事業の基礎的資料として、市民の皆様への説明責任を果

たし、行政の透明性や信頼性の向上を目指すとともに、さらなる事業改善に向けた取り

組みとして、事務事業シートを作成しています。」としている。 

しかしながら、公表された事務事業シートの内容を拝見すると一部の事務事業シート

において、事業の目的に照らして適切に貢献度を評価したうえで事業の評価しているよ

うに見受けられないものやその判断基準があいまいであるもの、事業の課題とその改善

策の記載が3年連続同じものが形式的に記載されていて事業改善に向けた取り組みに生か

せているとは思えないものなど記載の仕方に問題のある事例が見受けられた。これを見

ると、本当に常日頃から高い課題意識をもっているのか疑わしく、市民の皆様への説明

責任を果たしているとは思えないし、十分に検証して今後に生かされているとはとても

言い難いと感じるところがある。 

次に商工業関係についてであるが、市が２つの外部の団体に行っている貸付金事業の

方法に問題が見受けられた。問題と考えられる貸付は、4月初めに貸し付けて、3月末に

返済を受ける短期の運転資金貸付で、いわゆるオーバーナイトと言われるものである。

貸付を実行する際の手続きとしては、個別に条例や要綱等を定めず、松山市財務会計規

則に基づく審査を行い、市議会において予算案の議決を経て私法上の契約行為により貸

し付けている。しかしながら、3月末の返済時には貸付先の団体は市中の金融機関からの

借入を行い、4月初めに市からの短期借入を受け入れた後、市中の金融機関に対して返済
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を行うという、つなぎ融資を受けている。 

実際、ひとつの外部団体について各年度末の資金状況を鑑みると、現預金の残高が短

期の借入金の金額を下回っており、市中の金融機関からの運転資金借入なしでは松山市

に返済するだけの余裕がなく、各年度末で計上されている松山市からの未収入金（補助

金）が回収されるまでは運転資金借入をせざるを得ない資金状況であると判断できる。

また、もうひとつの外部団体にしても、その融資目的が比較的長期間継続して必要と考

えられる運転資金であるという点を考えると短期（1年内）で資金を回収できるとは限ら

ない。 

このような短期貸付けを反復かつ継続的に実施する方法による支援は、本来長期貸付

け又は補助金の交付等により対応すべきものであり、市議会において十分に議論を尽く

し、しかるべき条例を制定したうえで実行すべきものである。松山市が、今後も松山市

からの貸付による資金援助を続けるのであれば、個別に条例や要綱等を定めず各年度の

予算案の議決を経るという現状のような平易な手続きで短期貸付けを繰り返し実行する

のではなく、長期貸付け等についての個別の条例や要綱等を定める過程で市議会及び市

民に対して十分な説明責任を果たすべきである。 

また卸売市場関係においては、その取り巻く環境は大きく変化しており、国の「第10

次卸売市場整備基本方針」等の指針を受け、全国の中央卸売市場並びに主要な地方卸売

市場では経営展望を策定している。そこで市としても市場ありきではなく、今までの前

提を全てクリアしてゼロベースで、市場がなくなると市民は本当に困るのか、今の形式

の市場が本当に将来に渡って必要なのかどうかを中心に、市民に納得いくメンバーで検

討していただきたい。そして公益性が希薄と言うことになれば、市の負担ではなく受益

者負担で市場は運営されることにならざるを得ない。 

現在、卸売市場の老朽化が進み、建て替えを検討する局面を迎えている。そのため、

例え市場が市民のために今後も必要であると判断された場合においても、人口減少によ

って市場での取引量は今後一層減少することが予測できることから、従来の広い敷地や

施設は必要なくなることは容易に理解できる。そこで、その用地の一部を利用して、民

間の商業施設などを誘致し、土地の賃借料あるいは売却費により、市場施設を建て替え

のための財源に充てるような事業スキームの検討も必要になるかも知れない。また、卸

売市場と商業施設を一体的に整備するというスキームも考えられる。市としても、繰出

金を何時までもエンドレスに行うことが出来ない以上、このような様々なスキームを早

急に検討しておくべきである。 

最後に農林土木関係においては、土地改良事業に係る分担金の受益者の負担率（分担

率）の改正時における根拠資料が見当たらず、監査人に十分な説明ができなかった問題

があげられる。これは「松山市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条例施

行規則」などの条文改正の起案文書に分担率の根拠となる資料や説明がなかったことに

起因しており、起案当初からその根拠資料の添付がなかったとの説明を受けているもの



 
 

241 
 

の、分担金という市民への負担を求める規定である以上、市民への説明責任を果たすた

めにはその改正の起案文書にはその根拠が残されてしかるべきものである。 

松山市の地域経済及び地域産業の活性化のためにも、今後これらの問題点に関しては

十分に検討した上で改善を図っていくことが重要である。また、この報告書において全

ての問題点が網羅されているわけではないという認識の下で、提起された問題以外につ

いてもその本質が同様なものや、そこから派生すると思われるものがあれば積極的にそ

の改善に取り組んでいただきたい。 

以  上 
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